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Abstract
"Technology Transfer Theory" has been the core in a field of the technology transfer for
some developing countries. However, the theory has not been researched well on the point of
analyzing the "Diversity of Technological Acceptance" since it had focused on only proc-
esses and mechanisms of the technology transfer.
The aim of this paper is to analyze how "Diversity of Technological Acceptance" has been
considered on each theory of "Technology Transfer," "Appropriate Technology," and
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Ⅰ. はじめに
近年, 開発途上国に対する技術移転研究の主流は, 民間の海外直接投資 (foreign direct in-
vestment：FDI) に付随する技術に関心が移りつつあるように思われる1. しかし民間資金のフ
ローを 1992 年から 98 年までの 7年間でみてみると, 全体の約半分が 7ヶ国の新興市場 (ブラジ
ル, メキシコ, 韓国, アルゼンチン, 中国, タイ, インドネシア) に流れており, LDC (後発



















1961 年の国連総会においてコロンビアならびにブラジルの 2 つの国より特許制度の再検討を求
める提案がなされたこと, ならびに 1964 年の UNCTADの第 1 回会議において技術移転に関す
る決議が行われたことによって, 始めてこの問題が取り上げられたとされている7. しかし, 技
術移転という言葉そのものについては, 1969 年のピアソン委員会の報告 『開発と援助の構想』
によって定着したものであるというのが, 一般的な見解である8. この報告書のなかでは, ｢開発
途上国にとって技術の導入は経済成長を促進する際に不可欠であり, それゆえ技術を移転させる
先進国の援助のあり方も慎重に考慮されなければならない｣ と指摘された9. この技術移転に関
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する報告を行うに至った背景には, 1950 年代ごろからＴ.Ｗ.シュルツ氏や R.ソロー氏らによっ










｢人間, 機械装置, 情報の 3つに随伴して移動し, 生産され, 機能する形態｣ とする説12, さらに
は D.L.スペンサー氏の ｢単純であれ複雑であれ, ある仕事を遂行する上に必要な技術, 情報の
合理的な移動である｣ とする説など諸説があり一様ではない. またプロダクトライフサイクル論
を提唱した S.ヒルシュ氏らは, ｢個々の工業製品ごとに新生期, 成長期, 成熟期の 3つの段階を
検出し, 各段階の 5要素 (資本, 未成熟労働者, 経営管理, 科学技術ノウハウ, 外部経済) の投





いくプロセス｣ とし, 水平的技術移転を ｢技術が最初に開発された用途とは異なる用途に応用さ
れるプロセス｣ として分けて考えている14. とりわけこのH.ブルックス氏によるこの技術移転の
考え方は後に広く採用されることとなり, S.ローゼンブルーム氏のように ｢技術が, その起源と
異なる文脈で獲得され, 開発され, 利用されること｣ とするような定義にも繋がることになる15.
さらに菰田文男氏のように ｢技術革新や技術移転は, 市場の拡大あるいは資本蓄積と相互に規定

















から捉えているが19, これら 3 つの体系と諸体系を規定するとされる自然環境についての具体的
な内容については触れていない. また大道康則氏は技術受容サイドの ｢技術レベル, 工業化水準,
産業発展段階によって望ましい技術移転の形態を組み合わせることで, 技術レベルの向上と工業














適正技術 (Appropriate Technology) という考え方は, 先進国と開発途上国との間の技術移
転について, 先進国の技術をそのまま開発途上国に移転するだけではその効果が限定的であると
の主張に基づき, 1960 年代頃から盛んに提唱されてきたものである. このなかでは主に ｢開発
途上国の社会的, 文化的, 経済的レベルに適した技術を移転すべきである｣ との議論が展開され,
1 つの理論的な柱を構築するようになる21.
適正技術という言葉そのものは, 1971 年の ｢国連開発への科学技術の適用に関する諮問委員
会 (ACAST)｣ の報告書によって台頭したものであるが, その源流は 1965 年の同報告書に E.F.
シューマッハー氏が問いかけた中間技術論にまで遡ることができる. この中間技術論が出てきた
背景には, 1940 年代から 1960 年代前半までに展開された ｢市場の失敗｣ に基づいた構造主義派
の主張や, 1960 年代後半より ｢政府の失敗｣ を根拠に展開された新古典派経済学の ｢トリック


















術が資本コスト面から 1000 ポンドかかるのに対し, 開発途上国の伝統技術では 1ポンドである.
このような場合, 中間の 100 ポンド技術が望ましい｣ と指摘している23.
これらシューマッハー氏の理論に対し吉田昌夫氏は, 中間技術論は, 主に雇用の創出と地方分
権主義に重点が置かれ, その意義は ｢農村を基盤とする地域分散的工業化にあり, 一定の雇用を
創出する資本コストの低い 100 ポンド技術を目指すことにある｣ とその理論的特性を述べてい
る24. この吉田昌夫氏の指摘からも中間技術論は, 雇用の創出に主眼を置いた適正技術論である
ということができ, 技術移転の拠点を比較的雇用の多い都市ではなく絶対的貧困状態にある農村












 低コスト技術論, 適正技術論, 累進的技術論
OECD (経済協力開発機構) も適正技術に関して言及している. OECD の適正技術に関する
流れは段階的な変化を伴っているとされる. 最初の第 1 段階は 1957 年までの時期であり概念の
未成熟段階, 第 2 段階は 1957 年から 1966 年までの低コスト技術論の段階, 第 3 段階は 1966 年
から 1975 年までのエネルギー, エコロジー, 生活スタイル, 有機農業などの技術模索段階, そ




利用し, 市場にも対応しうるような技術の移転を主張するところに, OECD の理論の根幹があ
るとも述べている27.
低コスト技術ということに関してはUNIDO (国連工業開発機関) の適正技術に関する見解が
これに類似している. 1978 年にウィーンで行われたUNIDO の専門家会議で出された報告書に





論について吉田昌夫氏は ｢UNIDO の考え方には生産の能率を重んずる傾向が強く, (中略) 生
産コストを低下させ製品の価格を低く抑えることでの経済性を基準とすべきであると主張してい
る｣29 と指摘する. これはOECDが先述の第 2段階に展開した低コスト技術に類似するものであ




している. 同氏の 1976 年に発表した報告書 ｢適正技術－問題点と展望－ (Appropriate Techno-
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もう 1つの中間技術論に対する批判から出てきた考え方として, 累進的技術論というものがあ


























ジー (Alternative technology＝もう 1つの技術) という概念が登場する.
もともとこのオルターナティブ・テクノロジーは現代工業社会の技術を批判する形で出てきた
ものであるが, 1974 年に D.ディクソン氏は ｢もうひとつの技術運動には, 非更新性資源の最小
限の使用, 環境への最小限の干渉, 地域または小区域での自給自足, 個人の疎外と搾取の解消｣




































性とはイノベーションの採用に影響を与えるもので, 安心感・不安感, 価値, 知的能力と抽象能
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転論の文化論的, 社会学的なアプローチと同様の傾向を指摘でき, 雇用の充足, 経済的発展, 自












技術移転では, 技術提供サイドの技術を技術受容サイドが導入, 習得, 利用, 定着, 普及させ
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ス (1966), 前傾書, pp.38-39, ならびに清川雪彦 (1995) 『日本の経済発展と技術普及』 東洋経済新報
社, p.7 および pp.13-33.
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40 戦前の研究のうち先進国から開発途上国に対する技術伝播を取り上げたものとしては 1939 年にユー
ジン・ストレー氏が技術移転のために国際開発計画を作るための国際経済機構を作るべきだとしたもの
や, 1943 年に B.ライアン氏らによる S型伝播曲線の実証, 1944 年のラザースフェルド氏らによる二段
階流れ仮説などがあるが, 学問分野として大成させたのは E.M.ロジャースであるといってもよいであ
ろう.
41 E.M.ロジャーズ (1990) 『イノベーション普及学』 青池愼一他訳, 産能大学出版部, p.18.
42 ロジャースの研究対象はイノベーション (技術革新) の普及であって, 技術の普及ではない. しかし
イノベーションを主観的に捉えることによって, 両者は同一のものとして扱われる. 安藤哲生, 前掲書,
p.10.
43 E.M.ロジャース (1966), 前傾書, pp.209-210.
44 E.M.ロジャース (1966), 前掲書, pp.88-89.
45 E.M.ロジャース (1966), 前掲書, pp.190-191.
46 安藤哲生, 前傾書, pp.11-14.
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